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新春元氣が出るセミナー 

日 時：2014 年 2 月 4 日（火） 
13:30～16：30（開場 13:00～） 

講 師：第 1 部  
税理士法人ＳＢＣパートナーズ 

代表社員 柴田 昇 

第 2 部 
株式会社イエローハット創業者 

｢日本を美しくする会｣相談役 

特別講師 鍵山 秀三郎 氏 

対 象：経営者・幹部役員・資産家 

定 員：100 名（先着順） 

参加費：１名様 3,000 円(税込) 
※当日会場にてお渡し下さい。 

弊社顧問契約先 無料 

会 場：産業創造館 6 階 会議室Ｅ 
地下鉄堺筋線・中央線  

堺筋本町駅 徒歩 6 分 

問合せ：税理士法人 SBC パートナーズ 

TEL 06－6315－1819 

（担当：吉田・宮阪・横山） 

SBC Seminar

セミナー案内 

 

 

 

所得税基本通達 36-30 では 

従業員等のためにレクリエ

ーションとして社会通念上

一般的に行われていると認

められる旅行等の費用は、

課税しなくてよいこととさ

れています。更に法令解釈

通達では、①旅行日程が 3

泊 4 日以内（目的地が海外

の場合は、海外の滞在日数）

で、②全従業員（事業所単

位等で行う場合には、その

事業所等の従業員数）の

50％以上が参加する場合に

は、原則として課税しない

こととされています。 

Ｓｃｏｐｅ 

課税しない経済的利益

SBC First Ｔａｘ
エスビーシー・ファーストタックス 

最高級ホテルでの高額慰安旅行は給与に！

4泊 5日以内でも会社負担額の多寡で判定 
 

東京高裁はこのほど、海外慰安旅行の会社負担額が給与に該当

するか否かを巡り争われた事件に関し、会社負担額が多額な場合

には福利厚生費には該当せず、給与に該当し、会社には源泉徴収

義務が発生するとして、一審判決を支持する判断を下した。なお、

本事件に関しては上告および上告受理申し立てがなされている

（平成 25年（行コ）第 31 号・平成 25 年 5月 30 日判決言い渡し）。 

今回の事件は、土木建築工事の請負業を営むＸ社が、従業員 10

名と外注先の従業員などを参加者として、平成 21 年 1 月 10 日か

ら 12 日までの間実施したマカオへの海外慰安旅行の費用を巡る

もの。Ｘ社はその費用 800 万円を全額負担し、従業員 10 名に係る

一人当たり 24万 1,300 円、合計 241 万 3,000 円を福利厚生費とし

て処理した。これに対して税務当局は、本件各従業員に対する旅

行費用に係る経済的利益の供与は給与等に該当するとして、源泉

所得税の納税告知および賦課決定を行った。 

Ｘ社はこの処分を不服として、異議申し立て、審査請求を経て

訴訟に及んだものである。 

＜原審及び控訴審の判決要旨＞ 

原審判決では、「本件旅行は、マカオの最高級ホテルに 1人 1 部

屋で宿泊、全 6 食を最高の食事とし、予算については特に指示し

なかったため、一般的なマカオ旅行に比べ割高になったことなど

からすると、経済的利益の額が少額であると認めることはできず、

所得税基本通達 36－30 の社会通念上一般的に行われていると認

められる行事には該当しない。」と判断している。 

さらに控訴審においては、「社会通念上一般的に行われている行

事と認められるか否かは、旅行の目的や内容、従業員の参加状況

などの諸事情を考慮すれば判断できるものである」とし、Ｘ社の

「通達の規定では、いかなる金額が少額で課税されないかを納税

者は知ることができず、事前予測が困難な社会通念上一般的に行

われているという要件は、納税者に有利に解釈されるべきであ

る。」との主張も斥けている。 

専門家・実務家のための税務戦略ニュース 毎月 3回（5 日.15 日.25 日）発行 

 【注意】当記事に記載されている情報に万が一誤りがあった場合、または当記事を利用することにより生じた損失や損害などについては、いかなる

場合も一切の責任を負いません。あらかじめご了承ください。 


